
宝塚市地域版防災マップ作成補助金制度要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、宝塚市（以下「市」という。）が、地域における防災対策の実践活動

を促進し、宝塚市民の防災力の向上を図るため、地域内及び避難場所を含めた範囲で防災

活動に必要な情報を記載した地域版防災マップを作成する活動を支援する事業（宝塚市

地域版防災マップ作成補助金制度。以下「本制度」という。）の実施に関して必要な事項

を定める。 

 

（補助金交付の対象） 

第２条 補助の対象となる団体は、次の要件のいずれにも該当するものとする。 

（１）次のいずれかに該当する者であること。 

ア 自治会 

イ まちづくり協議会 

ウ その他、地域で防災活動を実施している団体 

（２）預金口座を有する団体であること。 

（３）主要な構成員が市民（在勤・在学者を含む。）であること。 

（４）営利を目的としないこと。 

（５）定款、規約、会則その他の定めにより、団体としての運営上の規律が確立されている

こと。 

（６）政治的活動、宗教的活動等を目的とする団体でないこと。 

 

（補助対象経費） 

第３条 補助の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、地域版防災マップを

作成する際の印刷製本、デザイン及びウェブの構築（運用に係るランニングコストを除く）

等に要する費用とする。 

 

（補助金の額） 

第４条 本制度における補助金の額は、補助対象経費の２分の１以下とし、市長が、市の予

算の範囲内において決定する。ただし、１件について５万円を上限とする。 

 

（補助金対象事業の申請） 

第５条 補助対象事業の申請に関する事項の詳細については、別に募集要項において定める。 

 

（補助金の交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする団体は、募集要項において定める期間内に、宝塚市

地域版防災マップ作成補助申請書（様式第１号。以下「申請書」という。）に必要な書類

を添えて市長に提出しなければならない。 

２ 補助金の申請は、申請団体の地域版防災マップの策定につき１回、変更各回につき各１



回を限りとする。ただし、地域版防災マップの策定又は変更についてこの要綱に基づく補

助金の支給を受けた団体は、その支給を受けた年度の翌年度及び翌々年度においては、こ

の要綱に基づく補助金の支給を受けることができない。 

３ 他の機関・団体等から補助対象経費について助成金等を受ける場合は、当該助成金等に

ついては、補助対象経費から本制度の補助金を差し引いた額を超えない範囲とする。 

 

（補助金の交付の決定及び通知等） 

第７条 市長は、申請書を受理したときは、その内容を審査し、適当と認めたときは、補助

金の交付の決定をし、申請団体に通知するものとする。 

２ 市長は、補助金交付の決定をする場合に補助金交付の目的を達成するため必要と認め

たときは、条件を付することができる。 

３ 補助金の支払いについては、補助対象事業完了後、一括払いとする。 

 

（補助対象事業の中止等） 

第８条 補助金の交付の決定を受けた団体（以下「補助対象団体」という。）は、補助対象

事業を中止しようとするときは、宝塚市地域版防災マップ作成補助事業中止届（様式第２

号）を速やかに市長に提出しなければならない。 

 

（実績報告） 

第９条 補助対象団体は、補助対象事業が完了したときは、宝塚市地域版防災マップ作成補

助事業完了報告書（様式第３号）に次に掲げる書類を添えて、事業終了後３０日以内に、

市長に提出しなければならない。 

（１） 地域版防災マップ２部 ※ウェブで作成の場合はアプリやURL等 

（２） 領収書又はその写し 

（３） 地域版防災マップ作成風景など活動がわかる写真など 

 

（終期等） 

第１０条 この要綱に基づく補助制度の終期は、特別な事情がない限り令和８年（２０２６

年）３月３１日とする。 

２ 前項に規定する終期が到来したときは、市は補助金交付について再検討をし、継続又は

廃止を決定するものとする。 

 

（補則） 

第１１条 この要綱及びこれに基づく応募要項並びに補助金等の取扱いに関する規則（平

成元年規則第１９号）に定めるもののほか、補助金の取扱いに関し必要な事項は、別に市

長が定める。 



附則 

 この要綱は、平成２５年７月１２日から施行する。 

 この要綱は、平成２８年１１月１日から施行する。 

 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

 この要綱は、令和３年７月１９日から施行する。 

 この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 


